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１．認定申請要領及び提出書類の様式  
 

＜認定申請要領＞（令和６年度以降開設分） 
（１） 教育職員免許法施行規則（以下「規則」という。）第５章及び第５章の２に基づ

き、免許法認定講習又は免許法認定公開講座（以下「講習等」という。）として認

定を受けようとする場合は、以下のとおり書類を作成し、電子メールにより提出す

ること。なお、独立行政法人教職員支援機構において認定に係る申請を受領してか

ら７日以内に、メールにより受領した旨の連絡を行うので、当該期間内に受領確認

の連絡がない場合は、同機構に問い合わせること。 
（２） 記入に当たっては、「免許法認定講習及び免許法認定公開講座 認定申請書記入

要領」及び「記入例」を参照すること。 
（３） 講習等開設者の資格（開設しようとする認定講習等の課程に相当する課程を有す

る大学）は、原則として、開設しようとする認定講習等の課程に相当する教職課程

を有する大学であり、開設しようとする認定講習等の課程に相当する教職課程を有

しない場合は、相当性の有無を確認する必要があることから、２３ページを参照し、

必要書類を提出すること。 
（４） 申請は、講習等の開始の１か月前までに行うこと。なお、申請書受領から認定ま

ではおおむね１か月程度なので、日程に余裕をもって申請を行うこと。 
（５） 講習等の広報は認定を受けた後に行うこと。なお、広報に関する全ての関係書類

やホームページの画面に以下の内容を明確に記載することにより、認定前の講習等

の広報を行うことも差し支えないこと。 
    ・申請書を提出する前は「申請予定」、申請書提出後は「認定申請中」と明確に 

  記載すること。 
    ・開設科目名、科目区分、時間数、担当講師など申請内容を掲載する場合は、「予

定であり、変更があり得る」ことを明確に記載すること。  
（６） 講習等の受講者の申込受付は、認定を受けた後に行うこと。なお、認定前の講習

等についても、（５）に示す内容を明確に表示することにより、仮の受付を行うこ

とは差し支えないこと。ただし、申込者に対する受講者決定の連絡は、必ず認定を

受けた後に行うこと。 
（７） 機構において認定事務終了後、文部科学大臣が認定し、認定通知書を文部科学省

から申請機関に送付する。 
（８） 新型コロナウイルス感染症に係る状況を鑑み、令和２年度から令和５年度まで、

本来講習計画において実施を予定していた講習等の全部又は一部を対面による講習

等として予定通り実施することが困難と認められる場合に、対面による講習等に相

当する教育効果を有すると講習等の開設者において認めるものについて、対面によ

らない講習等として実施することを認めていたところ、令和６年度以降も引き続き

認めることとした。 

これに伴い、令和２年度から令和５年度までにおいては、対面によらない講習等

の実施に当たっては変更届の提出を必要としていたところ、対面による講習等に相

当する教育効果を有すると講習等開設者において認めるもの（※）について、あら
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かじめ対面という方法によらない講習等として申請することを可能とした（当該場

合は、認定通信教育ではなく、認定講習又は認定公開講座として申請すること）。

なお、対面と遠隔を組み合わせた講習等を申請することも可能である。 

ただし、テキストのみの学習による実施形態は認めないこととし、そのような実

施形態による場合は、認定通信教育として申請すること。 

   ※ 対面講習等に相当する教育効果を有すると認められるもの 

・web会議システム等を用いた同時双方向型の遠隔による講習 

・オンライン教材を用いたオンデマンド型の遠隔による講習（授業の終了後すみ

やかに設問解答、添削指導、質疑応答による十分な指導を行うとともに、学生

の意見の交換の機会が確保されているものに限る。） 

 
【提出書類】 
   書類一式を PDF化し、提出すること。（必ず暗号化すること） 
(１) 申 請 書  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 様式第１号 
(２） 実施計画書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 様式第２号 
(３) 開設科目の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 様式第３号 
(４) 時 間 割 表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 様式第４号 
(５) 講師の氏名、主要職歴及び担当授業科目等 ・・・・・・・・・・ 様式第５号 
(６) 実験又は実習を伴う科目を開設する場合の主な施設・設備 ・・・ 様式第６号 
(７) 受講料及び収支予算表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 様式第７号 
(８) 学則（写し） ※ 開設者が大学の場合 
(９) 指導大学の同意書（写し） 
    ※ 開設者が都道府県・指定都市・中核市教育委員会の場合（様式自由） 
(10) 開設しようとする認定講習等の課程に相当する課程を有することを確認するた 

   めの書類  
    ※開設しようとする認定講習等の課程に相当する教職課程を有しない場合（２３ 

     ページ参照） 
(11) 開設科目一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・ 別紙様式Ａ（Excelで提出） 

 
提出先 ： menkyo-nintei@ml.nits.go.jp 
           （（独）教職員支援機構 認定講習等事務担当 宛） 

           
件 名 ：【開設者名】免許法認定講習（公開講座）申請書類一式 
     （例）【○○大学】免許法認定講習申請書類一式 
 
ファイル名（書類一式） ：「開設者名」+「認定講習申請一式」又は「認定公開講座申請

一式」+「.pdf拡張子」 
           （例）○○大学認定講習申請一式.pdf 
 
ファイル名（別紙様式 A） ：「開設者名」+「認定講習申請」又は「認定公開講座申請」 
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            +「. xlsx（ｴｸｾﾙ拡張子）」 
            （例）○○大学認定講習申請.xlsx 
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【様式第１号】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                      　　　    

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 〔添付書類〕
  １　実施計画書・・・様式第2号
　２　開設科目の概要・・・様式第3号
　３　時間割表・・・様式第4号
　４　講師の氏名、主要職歴及び担当授業科目等・・・様式第5号
　５　実験又は実習を伴う科目を開設する場合の主な施設・設備・・・様式第6号
　６  受講料及び収支予算表・・・様式第7号
　７　学則（写し）（指導大学の同意書（写し））

（事務担当者の所属・氏名等）

所属

職名
氏名

（職名）

（氏名）

FAX

　　（　文　書　番　号　）

  文部科学大臣　殿

申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　

６　講習人員及び：
　　学級区分

受講予定人員(延べ数) 　　人、
学級数　　学級

３　指導を受けようと：
　　する大学の名称

７　受講者の資格：

令和　　年　　月　　日

　令和　　年度　　　　　免許法認定講習（免許法認定公開講座）の認定申請について

　このたび教育職員免許法別表第３備考第６号及び教育職員免許法施行規則第３９条（第４３条
の５）の規定により、下記の講習（公開講座）について認定を受けたく申請します。

記

１　目　　的：　

E-mail

電話

２　名　　称：　

　８　開設しようとする認定講習（認定公開講座）の課程に相当する課程を有することが確認
　　できる書類

４　会　　場：　
５　講習期間：　 令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
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【様式第２号】

【認定要件外】相互実施（認定）状況

今回申請を行う免許法認定講習（認定公開講座）と相互に実施（認定）している事業などが （ □ ある □ ない ）

「ある」にチェックをした場合、　講習の種類

（ □ □ 初任者研修 □ その他（ ） ）

該当科目（通し番号で記載）、講習名 （ ）

中堅教諭等資質向上研修

開設しようとする認定講習等の課程に相当する教職課程の有無

(人)

7

(人)

6

(人)

5

(人)

4

(人)

3

(人)

2

(人)

1

受講
定員数

学
級
数

科　目
各科目に含める

必要事項

中心となる領域

含む領域

講義・実験等
区分
及び
時間数

 　成績審査の方法

①合格に必要な出席
　時数
②成績審査方法
③評価段階
　（合否区分）

No.
免許状
の種類

免許法
別表
第８
対応
科目

免許法施行規則に定める科目区分等
左記に対応する
開設科目名 授

与
単
位

令和　　　年度　　　　　　　免許法認定講習（免許法認定公開講座）実施計画書

会場名 （指導）大学名 大学 （修士課程名 ）
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【様式第３号】

1

2

3

4

5

6

7

No. 開設科目名

開設科目の概要

科目の概要

会場名：
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【様式第４号】

開設科目名：

講習期間

1

時　　間　　割　　表

実施日

会場名：

実施時間

No.

昼間・夜間の別：

実施時間実施日 講義、演習、実験、実習、実技等の実施計画

講習期間

講義、演習、実験、実習、実技等の実施計画

No. 3 開設科目名：

昼間・夜間の別：

開設科目名：2

実施日 講義、演習、実験、実習、実技等の実施計画

講習期間 昼間・夜間の別：

実施時間

No.
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【様式第５号】

講師の氏名、主要職歴及び担当授業科目等

開設科目名

4

5

6

7

会場名：

講　師　名 主　要　職　歴

大学（大学院）におけ
る現在の担当授業科目

名
又は研究分野

No.

1

2

3
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【様式第６号】

実験又は実習を伴う科目を開設する場合の主な施設・設備

使 用 す る 主 な 施 設 ・ 設 備No. 開設科目名

会場名：
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【様式第７号】

（１）受講料

円

（２）収支予算

　①収入（予定額）

　②支出（予定額）

（３）備考

計

区　　分 金　額 （円）

計

区　　分 金　額 （円）

受 講 料　及び　収 支 予 算 表

区　分 １単位あたりの単価
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【別紙様式Ａ】

各科目に含める必要事項

1

2

3

4

5

6

7

免許法認定講習（免許法認定公開講座）開設科目一覧

免許状の種類

科　　　目

免許法施行規則に定める科目区分等

開設科目名 講習期間
問い合わせ先
電話番号

所在
都道府県

開設者名No.

授
与
単
位

免許法
別表
第８
対応

所在都道府県

開設者名
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免許法認定講習及び免許法認定公開講座 認定申請書記入要領 
（令和６年度以降開設分） 

 
※ 本記入要領において引用している「規則第○条～」及び「改正規則」は、令和６年４

月１日施行の教育職員免許法施行規則（以下「規則」という。）である。また、用語の

定義は断りのない限り、規則に規定するところによる。 
 
 
【様式第１号】申請書 
  申請書には以下の内容を記入すること。 
「目的」：講習等の目的を記入すること。 
「名称」：講習等の名称を記入すること。なお、名称には開設年度及び開設者名（大学

名又は教育委員会名等）を必ず冠すること。 
「指導を受けようとする大学の名称」 

       ：開設者が教育委員会の場合のみ、指導を受けようとする大学の名称を記入す

ること。 
「会場」：講習等を実施する会場名を記入し、会場の所在地も記入すること。 
「講習期間」 

       ：講習等の開設科目のうち、最も早く開始する科目の講習期間の初日から最も

遅く終了する科目の講習期間の最終日までの期間を記入すること。なお、【様

式第４号】時間割表の記入要領のとおり、「講習期間」には試験日又はレポ

ート提出等の最終日までを含むことに留意すること。 
「講習人員及び学級区分」 
     ：講習等で予定される総受講者（延べ数）及び総学級数を記入すること。 
「受講者の資格」 
        ：講習等の受講者の資格を具体的に記入すること。 
「添付書類」 
        ：申請書に添付する書類（参考に添付する書類を除く。）を記入すること。 
「事務担当者の所属・氏名等」 
        ：申請内容を確認する際の事務担当者の連絡先を記入すること。 

 
 
【様式第２号】実施計画書 
 １ 記入に当たっては、以下の点に留意すること。 
  ＜実施計画書の講習等名称について＞ 
   様式第１号の「２ 名称」と同一の名称とすること。 
 

＜科目の開設方法について＞ 
(1) 「各教科の指導法に関する科目」は、原則として、学校種（小学校・中学校・

高等学校）ごとに開設すること。ただし、専修免許状に対応するような理論的な
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内容のものについてはその限りではない。また、中学校及び高等学校については、

両方の内容を適切に含んでいる場合に限り共通の科目とすることができる。 
(2) 専修免許状取得のための科目（一種免許状との共通開設を含む。）を開設する

場合は、当該開設科目が専修免許状相当の内容であることを確認するために、講

義概要（シラバス）の提出を求めることもあり得ること。 
(3) 「栄養に係る教育に関する科目」を開設する場合は、規則第１０条表備考第１

号に掲げる事項を全て含むものとすること。 
  

＜科目名称・科目区分等について＞ 
(1) 開設する科目の名称は、免許状の種類並びに規則に定める科目及び各科目に含

めることが必要な事項の内容を適切に表現した名称とすること。 
 適切な名称でないと認められる場合は、科目の名称の変更を求めることもあり

得ること。 
(2) 「保育内容の指導法に関する科目」又は「各教科の指導法に関する科目」及び

「教育の基礎的理解に関する科目等」、「栄養に係る教育に関する科目」及び「特

別支援教育に関する科目」の規則に定める科目区分に応じた開設科目の名称は、

文部科学省総合教育政策局教育人材政策課作成の「教職課程認定申請の手引き

（教員の免許状授与の所要資格を得させるための大学の課程認定申請の手引

き）」（最新版）に掲載している各科目の名称例を参考に、その科目で扱う内容

を適切に表現したものとすること。 
 

 ２ 複数の会場で同一の講習等を実施する場合は、会場ごとに本様式を作成すること。

また、都道府県・指定都市・中核市教育委員会が免許法認定講習を実施する場合で、

指導大学が複数ある場合は、会場ごと、かつ指導大学ごとに本様式を作成すること。 
 
 ３ 「指導大学名」欄について 

 (1) 「（指導）大学名」には、開設者が大学の場合も記入すること。 
(2) 「修士課程名」には、専修免許状の授与を目的とした講習等を開設する場合に、

当該講習等の課程に相当する修士課程名若しくは専門職学位課程名又は指導を受

けようとする大学の修士課程名若しくは専門職学位課程名を記入すること。 
 
 ４ 「開設しようとする認定講習等の課程に相当する教職課程の有無」欄について 
   (1) 開設しようとする認定講習等で取得させる全ての免許状の種類に相当する教職 

  課程を有する場合は、「有」と記入すること。 
     (2) 開設しようとする認定講習等で取得させる免許状の種類に相当する課程を有し

ない場合は「無」、一部有しない場合は「○○（免許状の種類）について無」と

記入し、これらの場合には、２３ページを参照の上、相当性を確認するための書

類を添付して提出すること。 
    (3) 指導大学についても同様に記入すること。 
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  ５ 「No.」欄には通し番号を記入することとし、複数の会場で実施するために会場ごと

に様式が分かれる場合も、会場ごとに連続する番号を付し、申請する全ての開設科目

を通した番号を振ること。 
 
 ６ 「免許状の種類」欄について 

(1) 講習課程の科目ごとに、当該課程の単位の修得によって授与を受けさせようとす

る普通免許状の種類（学校種及び区分）を記入すること。 
(2) 中学校又は高等学校教諭免許状取得希望者を対象に「教科に関する専門的事項に

関する科目」又は「各教科の指導法に関する科目」を開設しようとする場合は、教

科名も（ ）書きで付記すること。 例）中一種免（国語） 
(3) 特別支援学校教諭免許状取得希望者を対象に規則第７条第１項表の「特別支援教

育に関する科目」の第２欄及び第３欄の科目を開設しようとする場合は、特別支援

教育領域も（ ）書きで記入すること。 例）特支二種免（視覚障害者） 
 
○免許状の種類、免許教科（特別支援学校教諭免許状の場合は特別支援教育領域）の

略記の仕方は以下のとおりとすること。 
幼稚園教諭一種免許状 → 幼一種免 
小学校教諭一種免許状 → 小一種免 
中学校教諭一種免許状（国語） → 中一種免（国語） 
高等学校教諭一種免許状（数学） → 高一種免（数学） 
特別支援学校教諭一種免許状（視覚障害者） → 特支一種免（視覚障害者） 
視覚障害者に関する教育の領域 → 視覚障害者 
聴覚障害者に関する教育の領域 → 聴覚障害者 
知的障害者に関する教育の領域 → 知的障害者 
肢体不自由者に関する教育の領域 → 肢体不自由者 
病弱者に関する教育の領域 → 病弱者 
養護教諭二種免許状 → 養教二種免 
栄養教諭専修免許状 → 栄教専免 

 
７ 「免許法別表第８対応科目」欄について 

(1) 幼稚園、小学校、中学校又は高等学校教諭免許状取得希望者を対象に科目を開設

しようとする場合 
○免許法別表第８に対応する科目があれば「○」印を付け、「免許状の種類」欄に

二種免許状も記入すること。 例）幼一・二種免 
○対応科目がなければ「×」印を付けること。 

(2) 特別支援学校教諭、養護教諭又は栄養教諭免許状取得希望者を対象とした科目を

開設しようとする場合は、当該欄は該当しないため「―」印を付けること。 
 
８ 「免許法施行規則に定める科目区分等」欄について 

(1)  「保育内容の指導法に関する科目」又は「各教科の指導法に関する科目」及び「教
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育の基礎的理解に関する科目等」を開設する場合は、規則第２条第１項、第３条第

１項、第４条第１項、第５条第１項、第９条及び第１０条の各表の「右項の各科目

に含めることが必要な事項」を正確に記入すること。※ 
（科目区分の記入は不要であり、記入しないこと。） 

   なお、教育職員検定における免許状取得においては、上記規則第２条から第１

０条の各表ではなく、規則第１１条第１項、第１３条、第１５条第１項、第１６条

第１項、第１７条第１項、第１７条の２第１項及び第１８条の２の各表に定められ

た科目区分による単位取得が必要であることから、「学力に関する証明書」への記

載においてはこのことに留意するとともに、講習等の広報に際しては各表に定めら

れた科目区分を明示すること。 
(2)  「領域に関する専門的事項に関する科目」又は「教科に関する専門的事項に関す

る科目」を開設する場合は、規則第２条から第５条までの各条における第１項表備

考第１号の科目区分を正確に記入すること。※ 
(3) 「特別支援教育に関する科目」を開設する場合は規則第７条第１項表、「養護に

関する科目」を開設する場合は規則第９条表備考第１号、「栄養に係る教育に関す

る科目」を開設する場合は規則第１０条表備考第１号の科目区分を正確に記入する

こと。※ 
 

   ※ 規則において、「･･･（○○を含む。）」や「「○○、○○」」などのように、

（ ）や「 」で記載されているものもそのまま記載すること。 
    「各教科の指導法に関する科目」の教科名はこの欄に記載しないこと。 

 

(4) 「大学が独自に設定する科目」を開設する場合は、「大学が独自に設定する科目」

として記入すること。 

(5)  規則第１１条第２項及び第１７条第２項の規定に対応して開設する科目は「教養

に関する科目」として区分すること。 
(6) 特別支援学校自立教科教諭の免許状を取得させるために開設する科目（「理療に

関する科目」など）の場合は、規則第６４条第２項の表の備考３に規定する科目区

分を記入すること。 
(7) 教職課程認定基準に定める「複合科目（複合領域）」の内容に相当する科目を開

設する場合においては、以下の要領により申請を行うこと。 
 

  【複合科目（複合領域）に相当する科目を講習等で開設する場合】 
   ① 各開設者の判断により、開設しようとしている科目の内容に応じて、「教科（領 

     域）に関する専門的事項に関する科目」「各教科（保育内容）の指導法に関する 

    科目」又は「大学が独自に設定する科目」のいずれかに位置付けて申請すること。 
   ② 次のような「教科（領域）に関する専門的事項」の複数の事項の内容を合わせ

た科目は、課程認定においても複合科目（複合領域）として認められており、講

習等においても「教科（領域）に関する専門的事項に関する科目」としての開設

が可能であること。 
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    ○中・高の各免許教科の科目のうち複数の事項を合わせた内容 
    （例えば中学校英語の「英語学」と「英語コミュニケーション」を合わせた内容） 

③ 認定講習等の広報に際しては、上記で位置付けた科目として認定済（認定申請 

中）である旨を明示すること。（「複合科目（複合領域）」として周知しないこ

と。） 
   ④ なお、中・高の免許教科を横断するもの（例えば「数学（代数学）」と「理科

（物理学）」）は、複合科目に相当する科目としてではなく、「大学が独自に設

定する科目」としては開設が可能であること。（「教科に関する専門的事項に関

する科目」としての開設はできない。） 
 
  （8) 「科目」欄の左欄への記入については、(1)は「教職」、(2)は「教科」、(3)は

それぞれ「特支」、「養護」、「栄養」、(4)は「独自」、(5)は「教養」、(6)は
「自立教科」と略記すること。 

        なお、(7)の複合科目（複合領域）に相当する科目については、開設者の判断に

より科目の内容に応じて位置付けた「教科」、「教職」、「独自」のいずれかを記

入すること。 
    (9) 専修免許状取得のための科目を開設する場合、免許法施行規則に定める科目区分 

     等には「教科（領域）に関する専門的事項（特別支援教育、養護、栄養に係る教育） 
       に関する科目」又は「教育の基礎的理解に関する科目等」のみの記載でも構わない。 
 
 ９ 「左記に対応する開設科目名」欄について 

(1) 開設する科目の名称を記入し、開設科目名の後ろには、必ず開設年度（和暦）と

講習等名（免許法認定講習は「認定講習」、免許法認定公開講座は「認定講座」）

を（ ）書きで付記すること。 
       なお、開設年度（和暦）の付記については、令和２年度以降の開設分から「Ｒ○」

とする。 
     例）教育原論（Ｒ４認定講習）、国文学（Ｒ４認定講座） 

(2) 開設科目が「特別支援教育に関する科目」のうち、規則第７条第１項表の第２欄

及び第３欄の場合には、「中心となる領域」欄に特別支援教育領域を上記６（3）
の略記の方法にならって記入すること。また、当該開設科目に他の特別支援教育領

域が含まれる場合には、「含む領域」欄にも当該領域を記入すること。なお、「障

害により教育上特別の支援を必要とする者（発達障害者を含む。）に対する教育に

関する事項」については、「重複・発達領域」と略記すること。 
 
 10 「授与単位」欄には、各開設科目で授与する単位数を記入すること。 
 
 11 「講義・実験等区分及び時間数」欄には、各開設科目で行われる講義、演習、実験、

実習及び実技等（以下、「講義等」とする。）の区分、並びに当該区分ごとの時間数

を記入すること。 
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  12 「成績審査の方法」欄について 
①として、合格に必要な出席時数（規則第３８条の規定により、５分の４以上の出

席を必要とする。）を記入すること。講義等がそれぞれ行われる場合は、それぞれの

必要出席時数を記入すること。

②として、規則第３８条の規定に基づき、試験、論文、報告書その他の成績の審査

方法を記入すること。

③として、評価段階と合格、不合格の区分を記入すること。

13 「受講定員数」欄には各開設科目ごとの受講定員数を、「学級数」欄には各開設科

目ごとの学級数を記入すること。なお、同一開設科目で講師のみが異なる（講習期間

が異なるものも含む。）学級がある場合は、学級数で数えること。この場合、受講定

員数は全学級の受講定員の合計数とすること。

14 【認定要件外】「相互実施（認定）状況」について  
(1) 講習等が中堅教諭等資質向上研修等と相互実施（認定）を行っている場合は、「あ

る」にチェックを入れ、該当科目及び講習名（免許法認定講習（認定公開講座）の

科目名ではない。）を記入すること。

(2) 該当科目は、「No.」で記入した通し番号と同一の番号を記入すること。

相互実施を行っている科目が３科目以上ある場合は、適宜行を追加して記入するこ

と。

(3) 相互実施（認定）を行ってない場合は、「ない」にチェックを入れること。

【様式第３号】開設科目の概要

１ 記入にあたっては、以下の点に留意すること。

(1) 当該科目が、【様式第２号】実施計画書の「免許状の種類」に記載する免許職種

及び教科等を対象としており、また、「免許法施行規則に定める科目区分等」に記

載した事項を全て含んだ内容であることが明確になるようにすること。

(2) 講習等の各科目の開設に当たっては、平成２９年１１月に作成された教職課程コ

アカリキュラム（令和３年８月一部改正）、外国語（英語）コアカリキュラム及び

令和４年７月に作成された特別支援学校教諭免許状コアカリキュラムに示された

到達目標を全て含んだ内容とする必要はない。ただし、科目の内容を検討するに当

たり、これらのコアカリキュラムを参照すること。

特に、免許法施行規則の改正によって新たに追加された事項や、名称が変更され

た事項を含む科目を開設する場合には、改正の趣旨に沿った適切な内容となるよ

う、これらのコアカリキュラムを十分に踏まえること。

なお、「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解」の事項に関

する科目については、特定の障害や教育的ニーズに特化するのではなく、教職課程

コアカリキュラムを踏まえて幅広い課題を扱うこと。例えば、教職課程コアカリキ

ュラムの「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解」のうち、「（３）
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障害はないが特別の教育的ニーズのある幼児、児童及び生徒の把握や支援」に関係

する内容を扱う場合であっても、母国語の問題または貧困の問題といった特定の課

題だけを扱うのではなく、幅広い教育的ニーズのある幼児、児童及び生徒の学習上

または生活上の困難や組織的な対応の必要性について扱うこと。 
     また、科目名称については、「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対 

     する理解」の事項に関する科目の内容を適切に表現した分かりやすい名称とするこ 

    と。 
   (3) 上記(1)及び(2)に関する確認のため、講義概要（シラバス）の提出を求めること 

    もあり得ること。 
 

 ２ 複数の会場で講習等を実施する場合は、【様式第２号】実施計画書と同様に、会場

ごとに作成すること。ただし、全会場とも同一の内容で講習等を行う場合は、まとめ

て記入しても構わない。 
 
 ３ 「No.」及び「開設科目名」欄は、【様式第２号】実施計画書の「No.」及び「左記

に対応する開設科目名」欄に記入した内容と同一とすること。 
 
 ４ 「科目の概要」欄には、科目の内容を２００～３００字程度で簡潔に記載すること。 
 
 
【様式第４号】時間割表 
 １ 複数の会場で同一の講習等を実施する場合は、【様式第２号】実施計画書と同様に、

会場ごとに作成すること。ただし、全会場とも同一日程の時間割で講習等を行う場合

は、まとめて記入しても構わない。 
 
 ２ 「No.」及び「開設科目名」欄は、【様式第２号】実施計画書の「No.」及び「左記

に対応する開設科目名」欄に記入した内容と同一とすること。 
 
 ３ 同一日程の時間割で行う開設科目が複数ある場合は、記入例にならって一つの時間

割表にまとめて記入しても構わない。 
 
 ４ 同一開設科目で講習期間のみが異なる（講師が異なるものも含む。）学級がある場

合は、時間割表を続けて記入すること。 
 
 ５ 「講習期間」及び「昼間・夜間の別」欄、並びに「日程表」について 

(1) 講義等の開始にあたりオリエンテーションを実施し、又は成績審査のために試験

又はレポート提出等を行う場合の「講習期間」は、オリエンテーション開始日から

試験日又はレポート提出等の最終日までとすること。 
(2) 「昼間・夜間の別」欄には、講義等の実施時間帯により、昼間又は夜間の別を記

入すること。 
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(3) 日程表の「実施時間」欄には、当該実施日に行われる当該開設科目の全体の開始

時間と終了時間のみ記入すること。 
(4) 日程表の「講義、演習、実験、実習、実技等の実施計画」欄には、オリエンテー

ション、講義等及び試験又はレポート提出等の実施日がわかるように記入するこ

と。なお、レポート提出等の場合は最終日を記入すること。 
(5) 講義等は、その内容の種類（講義、演習、実験、実習及び実技等）ごとに、記入

例にならって１時間単位で順番を記入すること。 
 
 ６ 単位の計算方法は、免許法施行規則第１条の２により、大学設置基準（昭和３１年

文部省令第２８号）第２１条第２項によるものとされているため、以下の講義等の単

位の計算方法に従って講義等の時間割を組むこと。 
 
 （講義等の単位の計算方法） 

 
 区   分 

 
             単 位 の 計 算 方 法 

 
 講義、演習、実
験、実習、実技 
 
 
 
 
 
 

 
 １単位の授業科目を４５時
間の学修を必要とする内容を
もって構成することを標準と
し、授業の方法に応じ、当該授
業による教育効果、授業時間外
に必要な学修等を考慮して、右
の基準により単位数を計算す
る。 
 

 
  おおむね１５時間から４５時間
までの範囲で開設者が定める時間
の授業。 
  ただし、芸術等の分野における
個人指導による実技の授業につい
ては、開設者が定める時間の授業。 
 
 
 

  
（参考）大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８号）（抄） 

（単位）  
第２１条 各授業科目の単位数は、大学において定めるものとする。 
２ 前項の単位数を定めるに当たつては、１単位の授業科目を４５時間の学修を

必要とする内容をもつて構成することを標準とし、第２５条第１項に規定する

授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考

慮して、おおむね１５時間から４５時間までの範囲で大学が定める時間の授業

をもつて１単位として単位数を計算するものとする。ただし、芸術等の分野に

おける個人指導による実技の授業については、大学が定める時間の授業をもつ

て１単位とすることができる。 
３ （略） 
 
（授業の方法）  

第２５条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又は

これらの併用により行うものとする。 
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２～４ （略） 
 
 
【様式第５号】講師の氏名、主要職歴及び担当授業科目等 
 １ 記入に当たっては、以下の点に留意すること。 

(1) 講習等の適切な水準の確保のため、講習等の講師は、当該開設科目の内容と関連

する科目を大学（大学院）で現に担当している、又は過去に担当していた者か、当

該開設科目の内容と関連する研究を行っている者とすること。 

(2) 上記(1)に関する事実確認のため、講義概要（シラバス）や研究論文等の提出を

求めることもあり得ること。 

 
 ２ 複数の会場で同一の講習等を実施する場合は、【様式第２号】実施計画書と同様に、

会場ごとに作成すること。ただし、全会場とも同一講師で講習等を行う場合は、まと

めて記入しても構わない。 
 
 ３ 「No.」及び「開設科目名」欄は、【様式第２号】実施計画書の「No.」及び「左記

に対応する開設科目名」欄に記入した内容と同一とすること。 
 
  ４ 「講師名」欄について 

(1) 同一開設科目の授業を２人以上の講師が分担して担当する場合は、同一開設科目

の枠内で点線で分けて記入するとともに、指導・成績審査等の責任者に「◎」印を

付けること。 
(2) 同一開設科目で講師のみが異なる（講習期間が異なるものも含む。）学級がある

場合は、同一開設科目の枠内で実線で分けて記入すること。 
 
 ５ 「主要職歴」欄には、現在の職名、前職名及び主要な併任職名を、職に就いた年月

とともに必ず記入すること。 
 
 ６ 「大学（大学院）における現在の担当授業科目名又は研究分野」欄には、以下のと

おり記入すること。 
(1) 講師の開設科目に関する教育上の能力及び職務上の実績等を判断するために、当

該講師が申請時に大学（大学院）で担当している当該開設科目の内容と関連する授

業科目名を一つ以上記入すること。 
       なお、専修免許状取得のための科目を開設する場合は、大学院で担当している開

設科目に関連する授業科目名を必ず記入すること。その場合は、該当科目名の後ろ

に（大学院）と付記すること。 
(2)  平成２９年に改正された免許法施行規則によって新たに追加された事項を含む

科目（※）については、新たな教職課程が学年進行で実施されていく間、大学の授

業科目としては開講されていないことが想定されるが、その場合も、当該認定講習

等の科目を担当する講師が以下①又は②に該当する場合には、申請時に大学（大学
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院）で担当している授業科目として扱い、記入して良いこと。その際は、授業科目

名の後ろに（教員審査：可）を付記すること。 
例）総合的な学習の時間の指導法（教員審査：可） 

①平成３０年度以降の課程認定委員会における教員審査で【単独担当「可」】とさ

れた場合 
②平成３０年１０月１６日付け及び平成３１年１月２５日付け文部科学省総合教

育政策局教育人材政策課長通知「課程認定の際に留意すべき事項を付された大学

に係る平成３４年度末までの事後調査について」（以後の年度の通知も含む）に

おける結果通知で【担当「可」】とされた場合 
 
※ 平成２９年改正規則によって新たに追加された事項を含む科目 

    ・（幼稚園）領域に関する専門的事項 
    ・（小学校）教科に関する専門的事項（外国語） 
    ・（小学校）各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。）（外国語の指導 

法） 
    ・複合科目（複合領域）に相当する科目 
    ・特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解 
    ・総合的な学習の時間の指導法 
    ・（養護教諭・栄養教諭）道徳、総合的な学習の時間及び特別活動に関する内容 
 

(3) 上記（1）及び(2)の授業科目がない場合は、過去に担当していた当該開設科目の

内容と関連する授業科目名を一つ以上記入し、当該授業科目を担当していた年度

（和暦）を（ ）書きで付記すること。 
(4) (1)～(3)にかかわらず、講師が過去に当該開設科目の内容と関連する認定講習、

認定公開講座、認定通信教育の科目を担当した実績を有していれば、当該科目名を

一つ以上記入すること。その際は、「（H28 認定講習）」のように（ ）書き以降

も付すこと。 
(5) 記入した授業科目名だけでは、開設科目との関連が不明確な場合は、当該授業科

目（開設科目ではない。）に含まれる当該開設科目の内容と関連する内容を（ ）

書きで付記するとともに、講義概要（シラバス）を参考までに添付すること。 
(6) 講師（大学教員以外の者も含む。）が大学（大学院）で授業科目を担当した経験

がない場合は、当該開設科目の内容と関連する研究分野を記入し、下線を付すこと。 
(7) (6)の場合、当該研究分野の著書や学術論文の概要を各２００字程度で、任意様

式（Ａ４版）により参考として提出すること。なおその際、著書については出版社

名及び発行年度等、学術論文については論文掲載学術誌名及び発表年度等も記入す

ること。 
   (8) 幼稚園の「領域に関する専門的事項に関する科目」を開設する場合には、以下を 

    踏まえて記入すること。 
        教職課程において幼稚園教諭免許状を取得する場合には、平成２９年改正規則附 

    則第７項の定めに基づき、平成３４年度（令和４年度）までに入学した学生につい 
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    ては、小学校の「教科に関する専門的事項に関する科目（国語、算数、生活、音楽、 

    図画工作、体育）」の修得をもって、「領域に関する専門的事項に関する科目」の 

    修得とみなすことができる経過措置が設けられていた。 
     一方、認定講習等において単位を修得し幼稚園教諭免許状を取得する場合には、 

    この経過措置は適用されないことを踏まえ、令和４年度までに開設する認定講習等 

    に限り、「領域に関する専門的事項に関する科目」を開設する場合には、以下①及 

    び②についても、大学（大学院）で担当している当該開設科目の内容と関連する授 

    業科目として記入することを認めるものとしていたところ、当該経過措置の対 
象期間はすでに終了していることから、令和５年度以降に開設する認定講習等にお 
いて、「領域に関する専門的事項に関する科目」を開設する場合には、大学（大学 
院）で担当している当該開設目の内容と関連する授業科目として記入できるのは、 
「領域に関する専門的項に関する科目」のみとし、①、②の科目を記入することは 
できない。 

  また、令和５年度以降に開設する認定講習等において「領域に関する専門的事 
項に関する科目」を開設する場合には、上記(4)に基づいて令和４年度までに講師

が担当した認定講習等の科目名を実績として記入することはできない（申請時点

で、大学において「領域に関する専門的事項に関する科目」を担当していない場合

には、上記(6)及び(7)に基づき、著書や学術論文の概要の提出が必要となる。）。 
     ①小学校の「教科に関する専門的事項に関する科目（国語、算数、生活、音楽、

図画工作、体育）」 
     ②幼稚園の「保育内容の指導法に関する科目（健康、人間関係、環境、言葉、表

現）」 
 
 
【様式第６号】実験又は実習を伴う科目を開設する場合の主な施設・設備 
 １ 開設科目の中に「実験」又は「実習」がある場合のみ、当該「実験」又は「実習」

で使用する主な施設・設備を記入すること。 
 
 ２ 複数の会場で同一の講習等を実施する場合は、【様式第２号】実施計画書と同様に、

会場ごとに作成すること。ただし、全会場とも同一施設・設備で講習等の実験又は実

習を行う場合は、まとめて記載しても構わない。 
 
 ３ 「No.」欄は、１から順に記入するのではなく、【様式第２号】実施計画書にある当

該開設科目の「No.」欄に記入した番号と同一とすること。 
 
 ４ 開設科目の中に「実験」又は「実習」がない場合は、本様式を作成・提出する必要

はない。 
 
 
【様式第７号】受講料及び収支予算表 
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 １ 「（１）受講料」欄には、１単位あたりの受講料単価を記入すること。また、開設

科目ごとに受講料単価が変わる場合は、「区分」欄に開設科目名を記入し、開設科目

ごとの１単位あたりの単価を記入すること。なお、受講料を徴収しない場合は、「徴

収しない」旨を記入すること。 
 
 ２ 「（２）収支予算」欄には、申請時における収入予定額及び支出予定額を各区分ご

とに記入すること。 
   中堅教諭等資質向上研修として収支を計上するなどにより、講習等としての収支が

存在しない場合は、「中堅教諭等資質向上研修として実施するため収支なし」などの

注釈を付し、空欄とすること。 
 
 ３ （１）（２）の要領に沿った記入ができない場合や、その他補足説明等がある場合

は、詳細を「（３）備考」欄に記入すること。 
 
 
【別紙様式Ａ】開設科目一覧 
 １ 別紙様式Ａは、開設科目数が多い場合に行を追加する以外、様式の変更を行わない

こと。 
 ２ 別紙様式Ａの内容は、認定時の認定通知及び文部科学省ホームページへの掲載のた

めに使用するものであること。 
 ３ 「所在都道府県」欄には、開設者が所在する都道府県名を記入すること。 
 ４ 「開設者名」欄には、大学名、教育委員会名を記入すること。 
 ５ 「No.」欄及び「免許状の種類」欄から「講習期間」欄は、【様式第２号】実施計画

書及び【様式第４号】時間割表に記入した内容と同一とすること。 
※ 「免許状の種類」欄から「授与単位」欄については、配布する Excel ファイルで

様式第２号を作成すると、別シートに別紙様式Ａ用の貼付データが作成されるの

で、この貼付データを別紙様式Ａの作成に活用することができる。 
＜別紙様式Ａへの貼付の仕方＞ 
 ・貼付データを選択して右クリックし「コピー」 
 ・貼付先の別紙様式Ａで右クリックし「形式を選択して貼付」 
 ・「値」を選択して「ＯＫ」 

 ６ 「問い合わせ先電話番号」欄については、文部科学省ホームページにおける情報提

供のため、受講希望者等が当該講習等について問い合わせる際の電話番号を記載する

こと。 
 
 
【その他の書類】 
 ○ 指導大学の同意書（写し） 

 都道府県・指定都市・中核市教育委員会が免許法認定講習を開設しようとする場合

は、規則第３６条第２項に基づき、講習課程の編成、教育の内容方法、単位の基準、
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成績審査の方法等大学程度の教育の水準を維持するための事項について大学の指導を

受けなければならないことから、指導を受けようとする大学から免許法認定講習の指

導に係る同意を必ず書面で得て、その写しを申請書に添付すること。 
 なお、同意書の文面は、当該免許法認定講習の指導大学となることに同意する旨の

文言が必ず入るものとすること。 
 

 ○ 開設しようとする認定講習等の課程に相当する課程を有することを確認するための

書類 
      開設しようとする大学（都道府県・指定都市・中核市教育委員会が免許法認定講習

を開設しようとする場合は、その指導大学）が取得させる免許状の種類に相当する教

職課程を有しない場合には、次の書類全てを提出すること。 
  （※規則第３６条第２項の（ ）書きに該当する場合は不要。） 
 

相当性のある学部・学科等に関する、以下の内容を規定した学則、その他の

学内規則の写し 
 ・学部、学科等の名称 
 ・学位の名称、学位又は学科の分野（設置認可上の分野） 
 ・取得できる教員免許状の種類（学科等別） 
 ・教育課程表（各学科等の専門科目） 

 
 ○ 教職課程コアカリキュラム対応表等 
   講習等の申請に当たっては、教職課程認定上の提出書類である「教職課程コアカリ

キュラム対応表」及び「外国語（英語）コアカリキュラム対応表」「特別支援学校教

諭免許状コアカリキュラム対応表」の提出は要しない。 
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【様式第１号】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                      　　　    

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 〔添付書類〕
  １　実施計画書・・・様式第2号
　２　開設科目の概要・・・様式第3号
　３　時間割表・・・様式第4号
　４　講師の氏名、主要職歴及び担当授業科目等・・・様式第5号
　５　実験又は実習を伴う科目を開設する場合の主な施設・設備・・・様式第6号
　６  受講料及び収支予算表・・・様式第7号
　７　学則（写し）（指導大学の同意書（写し））

（事務担当者の所属・氏名等）

　　（　文　書　番　号　）
令和　　年　　月　　日

  文部科学大臣　殿

申請者名　○○教育長　  　

　　令和○年度○○○○教育委員会免許法認定講習の認定申請について

　このたび教育職員免許法別表第３備考第６号及び教育職員免許法施行規則第３９条の規定によ
り、下記の講習について認定を受けたく申請します。

記

１　目　　的：　 ○○○○○のため

２　名　　称：
令和○年度○○教育委員会免許法認定講習

３　指導を受けよう：
　　とする大学の名称

○○大学

４　会　　場： ○○大学　　　　（○○県○○市○○△－△－△）、
○○○○センター（○○県○○市○○△－△－△）

５　講習期間：　 令和○年○○月○○日　～　令和○年○○月○○日

６　講習人員及び：
　　学級区分

受講予定人員(延べ数) ○○人、
学級数○○学級

７　受講者の資格： ○○○○○○○○（具体的に記入すること。）

　８　開設しようとする認定講習（認定公開講座）の課程に相当する課程を有することが確認
　　できる書類

所属 ○○○（○○○課） 電話 ○○○－○○○－○○○○(直通)

※遠隔による実施の場合の記載例（様式第２号～第６号、第11号も同様）

【同時双方向型の場合】
・受講者は特定の場所である○○（例えば開設者の校舎等）に集まり、講師が別の場所（●●）
で配信することにより、講習を受講する場合：「○○（同時双方向型による遠隔講習（発信場
所：●●））」
・受講者が特定の場所に集まらず、講師が特定の場所（●●）から配信することにより講習を受
講する場合：「インターネット（同時双方向型による遠隔講習（発信場所：●●））」

【オンデマンド型の場合】
・受講者が特定の場所に集まり○○（開設者の校舎等）で受講する場合：「○○（オンデマンド
型）」
・受講者が特定の場所に集まらず、自宅等で受講する場合：「インターネット（オンデマンド
型）」

なお、対面と遠隔を組み合わせた講習等の場合は、対面による講習等の実施会場も併せて記載す
ること。

職名
氏名

（職名）○○○○係長 FAX ○○○－○○○－○○○○

（氏名）○○　○○ E-mail ○○○○＠△△△．jp

記入例

免許法認定公開講座の場合には「公開講座」とすること。

免許法認定公開講座の場合には「第４３条の５」とすること。

開設年度及び開設者名を冠すること。

開設者が教育委員会の場合のみ記入すること。

開設者が大学の場合は学則を、教育委員会の場合

は指導大学の同意書（写し）を添付すること。

開設者が大学の場合は大学長とすること。

開設しようとする大学（教育委員会が開設しようとする場合は、その指導大学）が取

得させる免許状の種類に相当する教職課程を有しない場合に提出すること。

遠隔による実施の場合は、「会場名」の欄に
「○○大学（同時双方向型による遠隔講習（発
信場所：●●））」等

※
と記載。

（※ 本記入例末尾の記載例参照）
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【様式第２号】

―
教
職

教育の基礎的理解に関する科目等 1

(人)

(人)

①講義１２ｈ以上
　演習１２ｈ以上

②試験

1
幼一・二
種免

×

有

(人)

１５ｈ

①１２ｈ以上

1
講義 ②試験 30

③ＡＢＣ：合格

　Ｄ：不合格

教
科

健康

総合的な学習の時間の指導法小一種免 ×

③ＡＢＣ：合格

障害児教育の基
礎理論
(R〇認定講習)

1

特支二種
免
（視覚障
害者）

視覚障害児の理
解
(R〇認定講習) 40

（指導）大学名

確率論、統計学
(R〇認定講習)

心身に障害のある幼
児、児童又は生徒の
心理、生理及び病理
に関する科目

講義

健康
(R〇認定講習)

1

2

12

②レポート

③ＡＢＣ：合格演習　１５ｈ

視覚障害者
1

令和○年度　○○○教育委員会　免許法認定講習　実施計画書

学
級
数

3
教
科

1

授
与
単
位

No.

各科目に含める
必要事項

科　目

免許法施行規則に定める科目区分等別表
第８
対応
科目

　Ｄ：不合格

栄養教諭の役割及び職務内容に関する
事項
幼児、児童及び生徒の栄養に係る課題
に関する事項
食生活に関する歴史的及び文化的事項
食に関する指導の方法に関する事項

心身に障害のある幼
児、児童又は生徒の
心理、生理及び病理
に関する科目
心身に障害のある幼
児、児童又は生徒の
教育課程及び指導法
に関する科目

特
支

栄
養

特
支

特別支援教育領
域に関する科目

会場名 ○○大学

4

免許状に定めら
れることとなる
特別支援教育領
域以外の領域に
関する科目

5

2
教
職

6

特支二種
免
（聴覚障
害者、知
的障害
者、肢体
不自由
者、病弱
者）

免許状
の種類

中一・二
種免（数
学）
高一種免
（数学）

1○

特支二種
免

2

1

(人)

演習　　６ｈ ③ＡＢＣ：合格

60

１５ｈ ③ＡＢＣ：合格

      ３０ｈ

①講義４ｈ以上
　演習５ｈ以上
　実技８ｈ以上

(人)

―

聴覚障害者､知的
障害者､肢体不自
由者､病弱者

1

　Ｄ：不合格

①１２ｈ以上

②試験

　Ｄ：不合格

―

40②レポート

(人)

講義

①１２ｈ以上

③ＡＢＣ：合格

　Ｄ：不合格

講義　　４ｈ ②試験

実技　１０ｈ

①２４ｈ以上

　Ｄ：不合格

①２４ｈ以上

②試験

8

7

　Ｄ：不合格

１５ｈ

３０ｈ
2

1―

③ＡＢＣ：合格

講義　１５ｈ

　Ｄ：不合格

10

講義

栄教一・
二種免

―

特
支 重複・ＬＤ等領

域

栄養教諭論
(R〇認定講習)

中専免
高専免

含む領域

 　成績審査の方法

①合格に必要な出席
　時数
②成績審査方法
③評価段階
　（合否区分）

①１２ｈ以上

②レポート

③ＡＢＣ：合格

講義

総合的な学習の
時間の指導法
(R〇認定講習)

１５ｈ

中心となる領域

1

）大学○○○○ （修士課程名 ○○○○研究科

受講
定員数

左記に対応する
開設科目名

「確率論、統計学」

特別支援教育の基礎理論に関する科目

教育学特講
（R〇認定講習）

重複障害児教育
課程・指導論
(R〇認定講習)

20

(人)

40

講義・実験等
区分
及び
時間数

(人)

講義

開設しようとする認定講習等の課程に相当する教職課程の有無

10

記入例 様式第１号の「２ 名称」と同一の名称とすること。

複数の会場で同一の講習等を実施する場合は、会場ごとに作成すること。

専修免許状取得
を目的とした講
習等を開設する
場合に記入する

別表第８に対応する科目には○印を記入し、「免許状の種類」欄に必ず「二種」も記載すること。
特支、養教及び栄教については、別表第８の対象ではないので―印を記入すること。

同一開設科目で講師のみが異なる（講習期間
が異なるものも含む。）学級がある場合は、
学級数で数えること。この場合，受講定員数
は全学級の受講定員の合計数とすること。

開設者が大学の場合は、開設大学名を記
入すること。
開設者が教育委員会の場合は、指導を受
けようとする大学の名称を記入すること。

規則第７条第１項の表第２欄及び第３欄の
科目を開設する場合は、領域を（ ）書き

特別支援教育に関する科目の「特別支援教

育領域に関する科目」（規則第７条第１項

の表第２欄）及び「免許状に定められるこ

ととなる特別支援教育領域以外の領域に関

する科目」（同表第３欄）を開設する場合

は，領域を必ず明記すること。
なお、含む領域を設定するかどうかは開設
者の判断による。

中高の「教科に関する専門的事項に関する科目」
又は「各教科の指導法に関する科目」を開設する
場合は、教科名を（ ）書きで付記すること。

専修免許状取得のための科目を開設する場合，免許法施行規則に定める科目区分等には
「教科（領域）に関する専門的事項（特別支援教育、養護、栄養に係る教育）に関する科
目」又は「教育の基礎的理解に関する科目等」のみの記載でも差し支えない。

相当する教職課程を一部有しない場合は「幼

一・二種免について無」のように記入するこ

と。

免許法施行規則に定める科目区分等には、規則第2条から第7条及び第9条から第10条の科目区分を省略せず

遠隔による実施の場合は、「会場名」の欄に
「○○大学（同時双方向型による遠隔講習
（発信場所：●●））」等

※
と記載。

（※ 様式第１号の記載例参照）
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【認定要件外】相互実施（認定）状況

今回申請を行う免許法認定講習（認定公開講座）と相互に実施（認定）している事業などが （ ■ ある □ ない ）

「ある」にチェックをした場合、　講習の種類

（ ■ □ 初任者研修 □ その他（ ） ）

該当科目（通し番号で記載）、講習名 （ No.6、【選択】重複障害児支援 ）

（ No.8、【選択】子供の発育と食指導・【選択】食指導と教育相談 ）

（ ）

講義・実験等
区分
及び
時間数

 　成績審査の方法

①合格に必要な出席
　時数
②成績審査方法
③評価段階
　（合否区分）

中堅教諭等資質向上研修

No.
免許状
の種類

別表
第８
対応
科目

11
中一種免
（数学）
（理科）

×

受講
定員数

学
級
数

科　目
各科目に含める

必要事項

中心となる領域

免許法施行規則に定める科目区分等
左記に対応する
開設科目名 授

与
単
位

含む領域

講義 ②試験 30

１５ｈ ③ＡＢＣ：合格

独
自

大学が独自に設定する科目

数理探究
（R〇認定講習）

(人)

　Ｄ：不合格 (人)

1

①１２ｈ以上

1
講義 ②試験 30

１５ｈ ③ＡＢＣ：合格

1

　Ｄ：不合格

(人)

1

①１２ｈ以上

①１２ｈ以上

110
中一・二
種免
（英語）

×
教
科

英語学
英語コミュニケーション

英語総合
（R〇認定講習）

1
講義 ②試験 30

１５ｈ ③ＡＢＣ：合格

　Ｄ：不合格

9
中一・二
種免
（英語）

○
教
職

教科内容構成・
英語
（R〇認定講習）各教科の指導法（情報通信技術の活用

を含む。）

１行につき１科目記載するこ
と。３科目以上該当がある場
合は，適宜行を追加して記載
すること。

チェックを入れた講習の講習名を記
載すること。（免許法認定講習（公
開講座）の科目名ではない。）

複合科目（複合領域）に相当する科目につい
ては、開設者の判断により、当該科目の内容
に応じて、「教科」「教職」「独自」のいず
れかに位置付けて申請すること。

中・高の免許教科を横断するものは、複合科
目に相当する科目としてではなく、「独自」
としての開設が可能であること。
（「教科」としての開設はできない。）

「教科（領域）に関する専門的事項」の複数
の事項を合わせた科目は、「教科」としての
開設が可能であること。
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【様式第３号】

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

健康
(R○認定講習)

領域「健康」の指導に関する、幼児の心身の発達、基本的な生活習慣、安全な生活、運動発
達などの専門的事項について解説する。最近の子供たちの生活や体力などの資料を提示し、
子どもの健康に関する課題を考える機会を設ける。

障害児教育の基礎
理論
(R○認定講習)

開設科目の概要

科目の概要

総合的な学習の時
間の指導法
(R○認定講習)

確率論、統計学
(R○認定講習)

会場名： ○○大学

No. 開設科目名

記入例

科目の内容について，２００～３００字程度で簡潔に記載すること。なお、当該科目が、様式
第２号の免許状の種類を対象としており、「免許法施行規則に定める科目区分等」に記載し
た事項をすべて含んだ内容であることが明確になるよう、留意すること。

「No.」及び「開設科目名」欄は，様式第２号の「No.」及び「左記に対
応する開設科目名」欄に記入した内容と同一とすること。

複数の会場で同一の講習等を実施する場合は、様式第２号と同様に、会場ごとに作成すること。
ただし、全会場とも同一の内容で講習等を行う場合は、まとめて記入しても構わない。

教職課程コアカリキュラム及び外国語（英語）コアカリキュラムに示された全ての到達目標を含んだ内容と

する必要はない。ただし、科目の内容を検討するに当たり、これらのコアカリキュラムの内容を参照するこ

と。
特に、平成29年度改正規則（平成31年4月1日施行）によって追加された事項や、名称が変更された事項
を含む科目を開設する場合には、改正の趣旨に沿った適切な内容となるよう、これらのコアカリキュラムを
十分に踏まえること。

遠隔による実施の場合は、「会場名」の欄に「○○大学（同時双方向型による遠隔講習（発信場所：●●））」

等
※
と記載。 （※ 様式第１号の記載例参照）
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【様式第４号】

○/○ XX:XX～XX:XX 演習<3><4>、実技(5)(6)(7)(8)

○/○ XX:XX～XX:XX 演習<5><6>、実技(9)(10)、試験

○/○ XX:XX～XX:XX オリエンテーション、講義①②③④

○/○ XX:XX～XX:XX 演習<1><2>、実技(1)(2)(3)(4)

講習期間 令和〇年○月○日～○月○日 昼間・夜間の別：昼間

実施日 実施時間 講義、演習、実験、実習、実技等の実施計画

4/3 9:00～15:00 講義⑪⑫⑬⑭⑮、試験

No. 4 開設科目名： 障害児教育の基礎理論(R2認定講習)

4/1 9:00～15:00 オリエンテーション、講義①②③④

4/2 9:00～15:00 講義⑤⑥⑦⑧⑨⑩

令和〇年4月1日～4月3日 昼間・夜間の別：昼間

実施日 実施時間 講義、演習、実験、実習、実技等の実施計画

1、3、6 開設科目名：
健康（R○認定講習）、確率論、統計学(R○認定講習)、重複障害児教育課程・指導論
(R○認定講習)

実施日 実施時間 講義、演習、実験、実習、実技等の実施計画

昼間・夜間の別：昼間

4/1

講習期間

4/14 9:00～15:00 オリエンテーション、講義①②③④

4/13 9:00～14:15 講義⑪⑫⑬⑭⑮

4/30 レポート提出

講習期間 令和〇年4月14日～4月30日

9:00～15:00 オリエンテーション、講義①②③④

4/6 9:00～15:00 講義⑤⑥⑦⑧⑨⑩

講習期間 令和〇年4月1日～4月30日 昼間・夜間の別：昼間

実施日 実施時間 講義、演習、実験、実習、実技等の実施計画

時　　間　　割　　表

会場名： ○○大学

No. 2 開設科目名： 総合的な学習の時間の指導法（R○認定講習）

No.

記入例
複数の会場で同一の講習等を実施する場合は、様式第２号と同様に、会場ごとに作成すること。

ただし、全会場とも同一日程の時間割で講習等を行う場合は、まとめて記入しても構わない。

同一日程の時間割で行う開設科目が複数ある場合は、一つの時間割表にまとめて記入しても構わない。

講義最終日と試験又はレポート提出等の最終日が離れている場合は、若干空白を入れること。

実施時間には，当該実施日に行われる，
当該開設科目の全体の開始時間と終了時
間のみ記入すること。

同一開設科目で講習期間のみが異なる学級がある場合には、時間割表を続けて記入すること。

同一日程の時間割で行う開設科目が複数あり、上表
でまとめて記入した場合は、次に若い番号の開設科
目の時間割を記入すること。

講義等は、その内容の種類（講義、演習、実験、実習及び実技等）ごとに、1時間単位で番号を1から順に付すこと。

実施計画に、，オリエンテー
ション，講義等及び試験又は
レポート提出等の実施日がわ
かるように記入すること。

「No.」及び「開設科目名」欄は、様式第２号の「No.」及び「左記
に対応する開設科目名」欄に記入した内容と同一とすること。

同一日程の時間割で行う開設科目が複数ある場合は，一つの時間割表にまとめて記入しても構わない。

遠隔による実施の場合は、「会場名」の欄に「○○大学（同時双方向型による遠隔講習（発信場

所：●●））」等※と記載。 （※ 様式第１号の記載例参照）
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【様式第５号】

◎

◎

○○ ○○

○○ ○○

昭和　　年　　月　○○大学○○学部講師

平成　　年　　月　○○大学○○学部助教授

平成　　年　　月　○○大学○○学部助教授

平成　　年　　月　○○大学○○学部講師

平成　　年　　月　○○大学○○学部教授

平成　　年　　月　○○大学○○学部教授

○○ ○○

○○ ○○

平成　　年　　月　○○大学○○学部教授

平成　　年　　月　○○大学○○学部准教授

平成　　年　　月　○○大学○○学部講師

平成　　年　　月　○○大学○○学部准教授

No.

2

3

○○ ○○

総合的な学習の時
間の指導法
（R〇認定講習）

1

開設科目名

健康
（R〇認定講習）

○○ ○○

算数・数学 (H25)

○○ ○○

4

講師の氏名、主要職歴及び担当授業科目等

○○ ○○ 平成　　年　　月　○○大学○○学部教授 道徳教育指導法

講　師　名 主　要　職　歴

大学（大学院）におけ
る現在の担当授業科目

名
又は研究分野

平成　　年　　月　○○大学○○学部教授

重複・LD等教育総論
（障害児教育の基礎理
論の内容を含む。）

ロービジョン（弱視）、平成　　年　　月　○○大学○○学部講師

○○大学

昭和　　年　　月　○○大学○○学部助教授

確率論、統計学

6

視覚障害児の理解
(R〇認定講習)

5

視覚障害者教育

△△　△△ 重複障害教育総論（H26
認定通信）

会場名：

確率論、統計学
（R〇認定講習）

障害児教育の基礎
理論
(R〇認定講習)

令和　元年　　月　○○大学○○学部教授

重複障害児教育課
程・指導論
（R〇認定講習）

平成　　年　　月　○○大学○○学部教授

平成　　年　　月　○○大学○○学部講師

7
教育学特講
（R〇認定講習）

△△　△△ 昭和　　年　　月　○○大学○○学部講師 教育学特論（大学院）

平成　　年　　月　○○大学○○学部准教授

幼児と健康（教員審
査：可）

総合的な学習の時間の
指導法（教員審査：
可）

特別活動の指導
（H26認定講座）

総合的な学習の時間の
指導法（教員審査：
可）

教育課程論（H26）

「現職」、「前職」及び「主要な併任職」は必ず記入すること。

講師が申請時に大学（大学院）で担当している当該開設科目の内容と関連する授
業科目名を一つ以上記入すること。申請時に大学（大学院）で担当している授業科
目がない場合は、過去に担当していた当該開設科目の内容と関連する授業科目
名を一つ以上記入し，当該授業科目を担当していた年度（和暦）を（ ）書きで付記
すること。

複数の会場で同一の講習等を実施する場合は，様式第２号と同様に，会場ごとに作成

すること。

ただし，全会場とも同一講師で講習等を行う場合は，まとめて記入しても構わない。
（例：会場名：○○○○大学，○○センター）

同一開設科目で講師
のみが異なる（講習
期間が異なるものも
含む。）学級がある
場合は，同一開設科
目の枠内で実線で分
けて記入すること。

講師が過去に当該開設科目の内容と関連する講習等の科目を担当した
実績を有していれば、当該科目名を一つ以上記入し、当該講習等の開
設年度（和暦）を付した講習等名を（ ）書きで付記すること。

記入した授業科目名だけでは、開設科目との関連が不明確な場合は、
当該授業科目に含まれる当該開設科目の内容と関連する内容を（ ）
書きで付記すること。

記入例

講師が大学（大学院）で授業科目を担当した経験がない場合は、当該
開設科目の内容と関連する研究分野を記入し、下線を引くこと。
あわせて、当該研究分野の著書や学術論文の概要を200字程度にまと
めて提出すること。

「No.」及び「開設科目名」欄は，
様式第２号の「No.」及び「左記
に対応する開設科目名」欄に記
入した内容と同一とすること。

専修免許状取得のための科目を開設する場合は、大学院で担当している開設科
目に関連する授業科目を必ず記入すること。その場合は、該当科目名の後ろに
（大学院）と付記すること。

同一開設科目の授業を２人以上の講師が分担して担当する場合は、同一開設科目
の枠内で点線で分けて記入するとともに、指導・成績審査等の責任講師に「◎」
印を付けること。

改正規則（平成31年4月1日施行）により新た
に追加された事項を含む科目を開設する場合
かつ申請時に大学（大学院）で未開設の場合
で、講師が申請等要領19ページの【様式第５
号】６（2）の①又は②に該当する場合は、
（教員審査：可）を付記すること。

遠隔による実施の場合は、「会場名」の欄に「○○大学（同
時双方向型による遠隔講習（発信場所：●●））」等

※
と記載。

（※ 様式第１号の記載例参照）
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【様式第６号】

○

○

○

実験又は実習を伴う科目を開設する場合の主な施設・設備

使 用 す る 主 な 施 設 ・ 設 備

○○○○学概論
（R〇認定講習）

○○○○実習
（R〇認定講習）

○○大学○○○学部○○○○実験室

○○県○○市立○○○○センター

No. 開設科目名

会場名： ○○大学

会場名： ○○○○センター

No. 開設科目名 使 用 す る 主 な 施 設 ・ 設 備

○○○○入門
（R〇認定講習）

○○大学○○○○センター、○○○○学部○○演習室、○○○○棟○○室

開設科目の中に「実験」又は「実習」がある場合のみ、当該「実験」又は「実習」で使用する主な施設・設備を記入すること。

複数の会場で同一の講習等を実施する場合は、様式第２号と同様に、会場ごとに作成すること。

ただし、全会場とも同一施設・設備で講習等の実験又は実習を行う場合は、まとめて記載しても構

わない。

記入例

「No.」及び「開設科目名」欄、
様式第２号の「No.」及び「左記
に対応する開設科目名」欄に記入
した内容と同一とすること。

遠隔による実施の場合は、「会場名」の欄に「○○大学（同時
双方向型による遠隔講習（発信場所：●●））」等

※
と記載。

（※ 様式第１号の記載例参照）
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【様式第７号】

（１）受講料

円

（２）収支予算

　①収入（予定額）

　②支出（予定額）

（３）備考

受 講 料　及び　収 支 予 算 表

区　分 １単位あたりの単価

No.1～No.5、No.7、No.9～No.11 14,800

No.6 （徴収しない）

No.8 8,000

区　　分 金　額 （円）

受講料 ○○○、○○○

国
費

研究受託費（独法○○○○） ○○○、○○○

○○○○事業費 ○○○、○○○

県
費

○○○○費 ○○○、○○○

その他（○○○） ○○○、○○○

その他（○○○） ○○○、○○○

計 ○○○、○○○

区　　分 金　額 （円）

謝金 ○○○、○○○

旅費 ○○○、○○○

資料作成費 ○○、○○○

印刷費 ○○、○○○

通信運搬費 ○○、○○○

会場借料 ○○○、○○○

①No.6は、中堅教諭等資質向上研修として受講料（12、000円）を徴収し、希望者（事前
申請が必要）には無料で単位認定を行う。
②No.8は、中堅教諭等資質向上研修として受講料（2講習合計12、000円）を徴収し、か
つ、単位認定希望者には別途受験料（8、000円）を徴収する。

消耗品費 ○、○○○

その他（○費等） ○○、○○○

計 ○○○、○○○

記入例

受講料を徴収しない場合は、「徴収しない」旨を記入すること。

開設科目ごとに受講料単価が変わる場合は、「区分」欄に開設科目の番

中堅教諭等資質向上研修として収支を計上しているなどにより認定講習

等としての収支が存在しない場合は、「中堅教諭等資質向上研修として

実施するため収支なし」などの注釈を付し、空欄とすること。

主に受講料の徴収方法について、中堅教諭等資質向上研修として受講料
を徴収するなど特記すべき事項がある場合はその方法を記入すること。

32



【別紙様式Ａ】

各科目に含める必要事項

1 ○○県 ○○○教育委員会 幼一・二種免 ×
教
科

健康
（R4認定講習）

1
令和〇年○月○日～
○月○日

XXX-XXX-XXXX
（内線XXXX）

2 ○○県 ○○○教育委員会 小一種免 ×
教
職

総合的な学習の時間の指
導法
(R4認定講習)

1
令和〇年○月○日～
○月○日

XXX-XXX-XXXX
（内線XXXX）

3 ○○県 ○○○教育委員会

中一・二種免
（数学）
高一種免
（数学）

○
教
科

確率論、統計学
(R4認定講習)

1
令和〇年○月○日～
○月○日

XXX-XXX-XXXX
（内線XXXX）

4 ○○県 ○○○教育委員会 特支二種免 －
特
支

障害児教育の基礎理論
(R4認定講習)

1
令和〇年○月○日～
○月○日

XXX-XXX-XXXX
（内線XXXX）

5 ○○県 ○○○教育委員会
特支二種免
（視覚障害者）

－
特
支

特別支援教育領域に関する科目
心身に障害のある幼児、児童又は生徒の心
理、生理及び病理に関する科目

視覚障害児の理解
(R4認定講習)

2
令和〇年○月○日～
○月○日

XXX-XXX-XXXX
（内線XXXX）

6 ○○県 ○○○教育委員会

特支二種免
（聴覚障害者、知
的障害者、肢体
不自由者、病弱
者）

－
特
支

免許状に定められることとなる特別
支援教育領域以外の領域に関する
科目

心身に障害のある幼児、児童又は生徒の心
理、生理及び病理に関する科目
心身に障害のある幼児、児童又は生徒の教
育課程及び指導法に関する科目

重複障害児教育課程・指
導論
(R4認定講習)

1
令和〇年○月○日～
○月○日

XXX-XXX-XXXX
（内線XXXX）

7 ○○県 ○○○教育委員会
中専免
高専免

－
教
職

教育学特講
(R4認定講習)

2
令和〇年○月○日～
○月○日

XXX-XXX-XXXX
（内線XXXX）

8 ○○県 ○○○教育委員会 栄教一・二種免 －
栄
養

栄養教諭論
(R4認定講習)

2
令和〇年○月○日～
○月○日

XXX-XXX-XXXX
（内線XXXX）

9 ○○県 ○○○教育委員会
中一・二種免
（英語）

○
教
職

教科内容構成・英語
（R4認定講習）

1
令和〇年○月○日～
○月○日

XXX-XXX-XXXX
（内線XXXX）

10 ○○県 ○○○教育委員会
中一・二種免
（英語）

×
教
科

英語総合
（R4認定講習）

1
令和〇年○月○日～
○月○日

XXX-XXX-XXXX
（内線XXXX）

11 ○○県 ○○○教育委員会
中一種免
（数学）
（理科）

×
独
自

数理探究
（R4認定講習）

1
令和〇年○月○日～
○月○日

XXX-XXX-XXXX
（内線XXXX）

免許法認定講習開設科目一覧

所在都道府県 ○○県

開設者名 ○○○教育委員会

No.
所在

都道府県
開設者名 免許状の種類

免許法
別表
第８
対応

免許法施行規則に定める科目区分等

開設科目名

授
与
単
位

講習期間
問い合わせ先
電話番号

科　　　目

各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）

英語学
英語コミュニケーション

大学が独自に設定する科目

健康

総合的な学習の時間の指導法

「確率論、統計学」

特別支援教育の基礎理論に関する科目

教育の基礎的理解に関する科目等

栄養教諭の役割及び職務内容に関する事項
幼児、児童及び生徒の栄養に係る課題に関する事項
食生活に関する歴史的及び文化的事項
食に関する指導の方法に関する事項

記入例

免許法認定公開講座の場合には「公開講座」とすること。
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２．実施状況等報告要領及び提出書類の様式

＜実施状況等報告要領＞（令和６年度以降開設分）
（１） 講習等の開設者は、規則第４２条又は第４３条の５に基づき、実施状況及び収支

決算について、以下のとおり書類を作成し、電子メールにより提出すること。

（２） 記入に当たっては、「免許法認定講習及び免許法認定公開講座 実施報告書記入

要領」及び「記入例」を参照すること。

（３） 報告は、講習等の終了後２か月以内に行うこと。

【提出書類】

書類一式をPDF化し、提出すること。（必ず暗号化すること。）

⑴実施報告書（かがみ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 様式第８号

⑵実施報告書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 様式第９号

⑶受講料及び収支決算表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 様式第10号

⑷実施報告書一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 別紙様式B（Excelで提出）

提出先：menkyo-nintei@ml.nits.go.jp

　　　　（（独）教職員支援機構 認定講習等事務担当 宛）

件 名：【開設者名】免許法認定講習（公開講座）報告書類

（例）【○○大学】免許法認定講習報告書類

ファイル名：「開設者名」+「認定講習報告一式」又は「認定公開講座報告一式」+「.pdf拡張子」

（例）○○大学公開講座報告一式.pdf

ファイル名：「開設者名」+「認定講習報告」又は「認定公開講座報告」+「.xlsx拡張子」

（例）○○大学認定講習報告一式.xlsx
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【様式第８号】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                      　　　    

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〔添付書類〕
　1　様式第９号（実施報告書）
　2　様式第１０号（受講料及び収支決算表）
　3　別紙様式B（実施報告一覧）

送 信 先：menkyo-nintei@ml.nits.go.jp
送 信 日：令和　　年　　月　　日

 送信件名：【　　　】免許法認定講習（公開講座）実施報告書

 

 

 
（事務担当者の所属・氏名等）

記

所属

　　（　文　書　番　号　）
令和　　年　　月　　日

  文部科学大臣　殿

　　　　　申請者名

令和　　年度　　　　免許法認定講習（公開講座）の実施報告について

　令和　　年　　月　　日付け　　受文科　第　　号で認定を受けました令和　　年度
免許法認定講習（公開講座）について、教育職員免許法施行規則第４２条（第４３条の５）の規
定により、下記の書類を添えて報告します。

電話

職名
氏名

（職名） FAX

（氏名） E-mail
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【様式第９号】

会場名 （指導）大学名

(単位)

(人)

(単位)

7

5
(人)

(単位)

(単位)

(人)
4

(単位)

(人)

(単位)

免許
法別
表第8
対応
科目

免許状
の種類

(人)

受講者数

授与単位
数(合計)

令和　　　年度　　　　　　　免許法認定講習（免許法認定公開講座）実施報告書

学
級
数

2

授
与
単
位

No.

1

(単位)

人（延べ数）

3

免許法施行規則に定める科目区分等

科　目

大学 ）（修士課程名

講義・実験等
区分
及び
時間数

含む領域

人（実数） ／

 　成績審査の方法

①合格に必要な出席
　時数
②成績審査方法
③評価段階
　（合否区分）

左記に対応する
開設科目名

中心となる領域各科目に含める
必要事項

6
(人)

講習人員（会場ごとの合計）

(人)
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【様式第１０号】

（１）受講料

円

（２）収支決算

　①収入

　②支出

（３）備考

受 講 料　及び　収 支 決 算 表

区　分

区　　分 金　額 （円）

区　　分 金　額 （円）

１単位あたりの単価

計
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【別紙様式B】

各科目に含める必要事項

1

2

3

4

5

6

7

開設者名

No.

授
与
単
位

免許法
別表
第８
対応

免許法認定講習（免許法認定公開講座）実施報告一覧

免許状の種類

科　　　目

免許法施行規則に定める科目区分等

開設科目名 受講者数
授与単位数

(合計)
所在

都道府県
開設者名

所在都道府県
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免許法認定講習及び免許法認定公開講座 実施報告書記入要領

【様式第８号】実施報告書（かがみ）

報告の文書名義は、原則として申請時の【様式第１号】の申請者名と同じ名義とする

こと。

【様式第９号】実施報告書

１ 申請時の【様式第２号】から変更されている項目等は、「様式表題」、「受講者数」

欄及び「授与単位数（合計）」欄（追加）並びに「開設しようとする認定講習等の課

程に相当する教職課程の有無」欄（削除）であるので、それ以外の項目等は申請時の

内容と同一であること。

２ 「授与単位数（合計）」欄には、「授与単位」に講習合格者数を乗じた数を記入する

こと。

３ 規則第４０条又は第４３条の５に基づき変更を届け出た場合は、当該事項の変更を

反映させること。

４ 上記３の届出を行わずに、本報告書において変更を届け出ることは認められない。

【様式第１０号】受講料及び収支決算表

申請時の【様式第７号】から変更されている点は、「様式表題」及び「項目名」であ

り、本様式では講習等の開設に係る収入及び支出の決算額を各区分ごとに記入すること。

【別紙様式Ｂ】実施報告一覧

１ 別紙様式Ｂは、開設科目数が多い場合に行を追加する以外、様式の変更を行わない

こと。

２ 別紙様式Ｂの内容は、実施状況の集計のために使用するものであること。

３ 「所在都道府県」欄には、開設者が所在する都道府県名を記入すること。

４ 「開設者名」欄には、大学名、教育委員会名を記入すること。

５ 「No.」欄及び「免許状の種類」欄から「授与単位数（合計）」欄は、【様式第９号】
実施報告書に記入した内容と同一とすること。

※ 「免許状の種類」欄から「授与単位数（合計）」欄については、配布する Excel
ファイルで様式第９号を作成すると、別シートに別紙様式Ｂ用の貼付データが作成

されるので、この貼付データを別紙様式Ｂの作成に活用することができる。

＜別紙様式Ｂへの貼付の仕方＞

・貼付データを選択して右クリックし「コピー」

・貼付先の別紙様式Ｂで右クリックし「形式を選択して貼付」

・「値」を選択して「ＯＫ」
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【様式第８号】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                      　　　    

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〔添付書類〕
　1　様式第９号（実施報告書）
　2　様式第１０号（受講料及び収支決算表）
　3　別紙様式Ｂ（実施報告一覧）

送 信 先：menkyo-nintei@ml.nits.go.jp
送 信 日：令和　　年　　月　　日

 送信件名：【○○○教育委員会】免許法認定講習実施報告書

 

 

 
（事務担当者の所属・氏名等）

記

所属

　　（　文　書　番　号　）
令和　　年　　月　　日

  文部科学大臣　殿

○○○教育長　○○　○○　 　　　　　　

　令和○年度○○○教育委員会免許法認定講習の実施報告について

　令和○年○○月○○日付け○○受文科○第○○号で認定を受けました令和○年度○○○教育委
員会免許法認定講習について、教育職員免許法施行規則第４２条の規定により、下記の書類を添
えて報告します。

電話

職名
氏名

（職名） FAX

（氏名） E-mail

記入例

様式第１号の「２ 名称」と同一の名称とすること。

免許法認定公開講座の場合は、「第４２条」を「第４３条の５」とすること。

免許法認定公開講座の場合は、「認定講習」を「認定公開講座」とすること。
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【様式第９号】

②試験

演習　　６
ｈ

③ＡＢＣ：合格

実技　１０
ｈ

　Ｄ：不合格

①２４ｈ以上

講義

３０ｈ

1

340

１５ｈ ③ＡＢＣ：合格

　Ｄ：不合格

令和○年度　○○○教育委員会　免許法認定講習　実施報告書

会場名 ○○○○大学 （指導）大学名 ○○○○

人（延べ数）

大学 （修士課程名 ○○○○研究科 ）

250 人（実数） ／

No
.

免許状
の種類

別表
第８
対応
科目

免許法施行規則に定める科目区分等
左記に対応する

開設科目名 授
与
単
位

講義・実験
等区分
及び

時間数

 　成績審査の方法

①合格に必要な出席
　時数
②成績審査方法
③評価段階
　（合否区分）

受講者数（会場ごとの合計）

2 小一種免 ×
教
職

総合的な学習の
時間の指導法
(R〇認定講習)

1総合的な学習の時間の指導法

「確率論、統計学」

確率論、統計学
(R〇認定講習)

①１２ｈ以上

学
級
数

科　目
各科目に含める

必要事項

中心となる領域

含む領域

受講者数

授与単位
数(合計)

③ＡＢＣ：合格

　Ｄ：不合格

①１２ｈ以上

講義 ②レポート

１５ｈ

健康
(R〇認定講習)

①１２ｈ以上

講義

30

11
幼一・二
種免

×
教
科

健康
１５ｈ

1

①講義４ｈ以上
　演習５ｈ以上
　実技８ｈ以上

講義　　４
ｈ

②試験

1
②試験

③ＡＢＣ：合格

　Ｄ：不合格

3

中一・二
種免
（数学）
高一種免
（数学）

○
教
科

栄
養

栄養教諭の役割及び職務内容に関す
る事項
幼児、児童及び生徒の栄養に係る課
題に関する事項
食生活に関する歴史的及び文化的事
項
食に関する指導の方法に関する事項 　Ｄ：不合格

2

栄養教諭論
(R〇認定講習) 講義　１５

ｈ
②レポート

演習　１５
ｈ

①講義１２ｈ以上
　演習１２ｈ以上

③ＡＢＣ：合格

特別支援教育の基礎理論に関する科
目

障害児教育の基
礎理論
(R〇認定講習)

③ＡＢＣ：合格

　Ｄ：不合格

①２４ｈ以上

講義 ②試験

講義 ②試験

1

教育学特講
（R〇認定講
習）

①１２ｈ以上

講義 ②レポート

2
３０ｈ ③ＡＢＣ：合格

１５ｈ ③ＡＢＣ：合格
重複・ＬＤ等領
域

教育の基礎的理解に関する科目等

8
栄教一・
二種免

―

特支二種
免

―
特
支

4

5

6

7

特支二種
免
（聴覚障
害者、知
的障害
者、肢体
不自由
者、病弱
者）

中専免
高専免

―
教
職

2
視覚障害者

特支二種
免
（視覚障
害者）

―
特
支

特別支援教育領
域に関する科目

心身に障害のある幼
児、児童又は生徒の
心理、生理及び病理
に関する科目

視覚障害児の理
解
(R〇認定講習)

―
特
支

免許状に定めら
れることとなる
特別支援教育領
域以外の領域に
関する科目

心身に障害のある幼
児、児童又は生徒の
心理、生理及び病理
に関する科目
心身に障害のある幼
児、児童又は生徒の
教育課程及び指導法
に関する科目

重複障害児教育
課程・指導論
(R〇認定講習)

聴覚障害者､知的障害
者､肢体不自由者､病弱
者

40

1

(人)

39

(単位)

(人)

20

(単位)

(人)

20

10

1

　Ｄ：不合格

　Ｄ：不合格

(人)

30

(単位)

40

1

60

2
(人)

60

(単位)

40

1

40

(単位)

(人)

20

1
(人)

19

(単位)

(人)

76

(単位)

(単位)

10

1

様式第２号と異なる箇所は、 で囲んだところのみ。

（「開設しようとする認定講習等の課程に相当する教職課程の有無」欄は削除）

計画書では「受講定員数」としているのを、報告書
では「受講者数」（実際の人数）とする。

「計画書」を「報告書」とする。

報告書では「授与単位数」欄を新

たに追加している。
「授与単位」×「講習合格者」＝
授与単位数

１名不合格者がいる例。

記入例

計画書では合計受講定員の記入欄はないが、報告
書では会場ごとの実際の受講者数の合計を、実数、
延べ数それぞれ記入する。

41



9
中一・二
種免
（英語）

○
教
職

①１２ｈ以上教科内容構成・
英語
（R〇認定講
習）

講義・実験
等区分
及び

時間数

 　成績審査の方法

①合格に必要な出席
　時数
②成績審査方法
③評価段階
　（合否区分）

授
与
単
位

各教科の指導法(情報通信技術の活用
を含む。)

No
.

免許状
の種類

別表
第８
対応
科目

×
教
科

講義

１５ｈ

10

11
１５ｈ

中一・二
種免
（英語）

英語学
英語コミュニケーション

英語総合
（R〇認定講
習）

1

中一種免
（数学）
（理科）

×
独
自

大学が独自に設定する科目

数理探究
（R〇認定講
習）

1
講義

1

科　目
各科目に含める

必要事項

中心となる領域 授与単位
数(合計)含む領域

受講者数
学
級
数

左記に対応する
開設科目名

免許法施行規則に定める科目区分等

30

1
(人)

30

(単位)

　Ｄ：不合格

③ＡＢＣ：合格

30

1
(人)

30

(単位)

30

(人)

30

(単位)

1

③ＡＢＣ：合格

　Ｄ：不合格

①１２ｈ以上

②試験

③ＡＢＣ：合格

　Ｄ：不合格

②試験

①１２ｈ以上

講義 ②試験

１５ｈ

この他、規則第４０条に基づき、規則第３９条第１項第６号、第７号及び第９号（様式第２号及び第４号の記載内容。）

に掲げる事項の変更を届け出た場合は、当該事項の変更を反映させること。
なお、上記届出を行わずに、本報告書において変更を届け出ることは認められない。
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【様式第１０号】

（１）受講料

円

（２）収支決算

　①収入

　②支出

（３）備考

国
費

県
費

○，○○○

○○○，○○○

その他（○○○） ○○○，○○○

○○，○○○

印刷費

○○○，○○○

○○○○事業費 ○○○，○○○

○○○○費 ○○○，○○○

○○，○○○

○○○，○○○

通信運搬費 ○○，○○○

会場借料

旅費 ○○○，○○○

その他（○費等） ○○，○○○

資料作成費

○○○，○○○

消耗品費

受 講 料　及び　収 支 決 算 表

区　分 １単位あたりの単価

中堅教諭等向上研修として受講料（12,000円）を徴収し、希望者（事前申請が必要）には
無料で単位認定を行った。

（徴収しない）

区　　分 金　額 （円）

謝金 ○○○，○○○

研究受託費（独法○○○○）

区　　分 金　額 （円）

計

その他（○○○） ○○○，○○○

計

記入例

主に受講料の徴収方法について、中堅教諭等向上研修として受講料を徴

収したなど特記すべき事項がある場合はその方法を記入すること。
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【別紙様式B】

各科目に含める必要事項

1 ○○県 ○○○教育委員会 幼一・二種免 ×
教
科

健康
（R〇認定講習）

1 30 30

2 ○○県 ○○○教育委員会 小一種免 ×
教
職

総合的な学習の時間
の指導法
(R〇認定講習)

1 60 60

3 ○○県 ○○○教育委員会

中一・二種免
（数学）
高一種免
（数学）

○
教
科

確率論、統計学
(R〇認定講習)

1 20 19

4 ○○県 ○○○教育委員会 特支二種免 －
特
支

障害児教育の基礎理
論
(R〇認定講習)

1 40 40

5 ○○県 ○○○教育委員会
特支二種免
（視覚障害者）

－
特
支

特別支援教育領域に関する科目
心身に障害のある幼児、児童又は生徒の心
理、生理及び病理に関する科目

視覚障害児の理解
(R〇認定講習)

2 40 76

6 ○○県 ○○○教育委員会

特支二種免
（聴覚障害者、知
的障害者、肢体
不自由者、病弱
者）

－
特
支

免許状に定められることとなる特別支援教
育領域以外の領域に関する科目

心身に障害のある幼児、児童又は生徒の心
理、生理及び病理に関する科目
心身に障害のある幼児、児童又は生徒の教
育課程及び指導法に関する科目

重複障害児教育課
程・指導論
(R〇認定講習)

1 40 39

7 ○○県 ○○○教育委員会
中専免
高専免

－
教
職

教育学特講
(R〇認定講習)

2 10 20

8 ○○県 ○○○教育委員会 栄教一・二種免 －
栄
養

栄養教諭論
(R〇認定講習)

2 10 20

9 ○○県 ○○○教育委員会
中一・二種免
（英語）

○
教
職

教科内容構成・英語
（R〇認定講習）

1 30 30

10 ○○県 ○○○教育委員会
中一・二種免
（英語）

×
教
科

英語総合
（R〇認定講習）

1 30 30

11 ○○県 ○○○教育委員会
中一種免
（数学）
（理科）

×
独
自

数理探究
（R〇認定講習）

1 30 30

授
与
単
位

授与単位数
(合計)

健康

受講者数

英語学
英語コミュニケーション

「確率論、統計学」

総合的な学習の時間の指導法

特別支援教育の基礎理論に関する科目

栄養教諭の役割及び職務内容に関する事項
幼児、児童及び生徒の栄養に係る課題に関する事項
食生活に関する歴史的及び文化的事項
食に関する指導の方法に関する事項

大学が独自に設定する科目

教育の基礎的理解に関する科目等

免許法認定講習（免許法認定公開講座）実施報告一覧

免許状の種類

科　　　目

免許法施行規則に定める科目区分等

開設科目名

各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）

開設者名

○○県

○○○教育委員会

所在都道府県

所在
都道府県

開設者名

No.

免許法
別表
第８
対応

記入例
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３．変更届出要領及び提出書類の様式

＜変更届出要領＞（令和６年度以降開設分）
講習等の開設者は、規則第４０条又は第４３条の５に基づき、講習等の認定後に以

下Ⅰに掲げる事項について変更しようとする場合には、以下Ⅱのとおり書類を作成し、

電子メールで提出することにより届け出ること。

【 Ⅰ 変更の届出が必要な場合 】

○ 講習等の課程の変更（様式第２号及び第３号の記載内容）

○ 各科目についての時間及び単位の配当の変更（様式第２号及び第４号の記載内容）

○ 講習等の講師の変更（様式第５号の記載内容）

【 Ⅱ 提出書類 】

書類一式をPDF化し、提出すること。（必ず暗号化すること。）

（１）変更届出書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 様式第１１号

（２）変更後の申請書様式（変更のあった様式(※)のみ提出）

※例えば、１つの申請において１０科目の認定を受けている講習等で、そのうち１科目

のみ時間及び単位の配当について変更しようとする場合、様式第１１号と併せて、当

該事項の修正を反映した様式第２号及び第４号（左記様式には、変更がある科目のみ

でなく、申請し認定を受けた１０科目全てを記載）を提出すること。

提出先 ： menkyo-nintei@ml.nits.go.jp
　　　　（（独）教職員支援機構 認定講習等事務担当 宛）

件 名 ：【開設者名】免許法認定講習（公開講座）変更届出書類一式
（例）【○○大学】免許法認定講習（公開講座）変更届出書類一式

ファイル名 ：「開設者名」+「免許法認定講習（公開講座）変更届出書類一式」+「.pdf拡張子」

45



【様式第１１号】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                      　　　    

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〔添付書類〕
　1　様式第　号
　2　様式第　号

 
（事務担当者の所属・氏名等）

所属 電話

職名
氏名

（職名） FAX

（氏名） E-mail

変更前

変更内容

変更する事項

変更理由

　　（　文　書　番　号　）

  文部科学大臣　殿

申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　

変更する事項
変更後

　令和　　年度　　　　　免許法認定講習（免許法認定公開講座）
に係る変更について（届出）

　令和　　年　月　日付け　　　　　　　号で認定を受けました令和　　年度　　　　免許法認
定講習（免許法認定公開講座）について、下記のとおり変更したく、教育職員免許法施行規則第
４０条（第４３条の５）の規定により、届出します。

記

No.及び開設科目名

変更内容

変更後 変更前

令和　　年　　月　　日

No.及び開設科目名
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【様式第１１号】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                      　　　    

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〔添付書類〕
　1　様式第４号　時間割表
　2　様式第５号　講師の氏名、主要職歴及び担当授業科目等

 
（事務担当者の所属・氏名等）

変更理由

○○　○○
（○○大学○○学部教授）

所属 ○○○学部（○○○課） 電話 ○○○－○○○－○○○○(直通)

開設科目名 視覚障害児の理解（R4認定講習）
変更する事項 講師

変更内容

変更後 変更前

△△　△△
（○○大学○○学部教授）

変更後 変更前

令和○年△月△日～令和○年△月△
日

△△　△△
（○○大学○○学部教授）

令和　　年　　月　　日
　　（　文　書　番　号　）

  文部科学大臣　殿

申請者名　○○大学長（○○教育長）　 　　　　　　

講習期間・講師

令和○年○月○日～令和○年○月○
日

○○　○○
（○○大学○○学部教授）

変更内容

令和○年度○○大学（○○○教育委員会）免許法認定講習に係る変更について（届出）

　令和○年○月○○日付け○○受文科○第○○○号で認定を受けました令和○年度○○大学（○
○○教育委員会）免許法認定講習について、下記のとおり変更したく、教育職員免許法施行規則
第４０条の規定により、届出します。

記

開設科目名 障害児教育の基礎理論（R4認定講習）
変更する事項

職名
氏名

（職名）○○○○係長 FAX ○○○－○○○－○○○○

（氏名）○○　○○ E-mail ○○○○＠△△△．jｐ

記入例

変更する科目の数により、適宜記入欄を削除・追加すること。

免許法認定公開講座の場合は、「認定講習」を「認定公開講座」とし、「第４０条」を「第４３条の５」とすること。

47


	00 表紙・目次.pdf
	01 認定申請要領.pdf
	02 様式（第１号～第７号）.pdf
	第１号
	第２号
	第３号
	第４号
	第５号
	第６号
	第７号

	03 別紙様式A.pdf
	別紙様式A

	04 認定申請書記入要領.pdf
	05 記入例（第１号～第７号、別紙様式A）.pdf
	第１号（記入例）
	第２号（記入例）
	第３号（記入例）
	第４号（記入例）
	第５号（記入例）
	第６号（記入例）
	第７号（記入例）
	別紙様式A（記入例）

	06 実施状況等報告要領.pdf
	07 様式（第８号～第10号）.pdf
	第８号
	第９号
	第１０号

	08 別紙様式B.pdf
	別紙様式B

	09 実施報告書記入要領.pdf
	10 記入例（第８号～第10号、別紙様式Ｂ）.pdf
	第８号（記入例）
	第９号（記入例）
	第１０号（記入例）
	別紙様式B（記入例）

	11 変更届出要領.pdf
	12 様式（第11号）.pdf
	第１１号

	13 記入例（第11号）.pdf
	第１１号（記入例）




